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地震動波形の影響を考慮した液状化の予測・判定に関する提案 
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要  旨 

 

 砂の液状化現象は地盤の密度や作用する繰返しせん断応力の大きさおよびその波形に影響される．

本研究では地震波形の違いが液状化抵抗にどの程度影響するかを，11 種類の不規則波形を用いて，

ねじりせん断試験，単純せん断試験により調べている．そして，不規則波に関して有効波数という

ものを定義し，荷重の不規則性が液状化抵抗におよぼす影響を調べている．特に，正弦波載荷から

得られる液状化抵抗を不規則波載荷における液状化抵抗に換算するために用いられている不規則波

に対する補正係数について考察し，有効波数を用いて補正係数を求める実験式を提案している．さ

らに，港湾基準における粒度・N 値法による液状化の予測判定法において荷重の不規則性の影響を考

慮するために波形補正係数を提案し，これについて液状化・非液状化事例を用いた事例解析を行い，

波形補正を行った粒度・N 値法の適用性を確認している． 
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Synopsis 

 

Liquefaction resistance is influenced by the waveform of cyclic stresses as well as the magnitude 

of the stresses. In this study the effect of the waveform on the liquefaction resistance is investigated 

by the torsion shear test and the simple shear test using 11 kinds of waveforms. The effect of the 

waveform on the liquefaction resistance is analyzed by the number of effective waves Nef which is 

newly defined to quantify the irregular waveform. The empirical equation to obtain the correction 

factor c2 which converts the liquefaction resistance under sinusoidal wave loads to that under 

irregular wave loads is proposed using the Nef. And the correction factor for wave forms cα is also 

proposed using the Nef in order to consider the waveform effect in the liquefaction prediction which 

is the grain distribution and N-value method in the port and harbour facility design code. The 

proposed method is validated with the liquefaction and non-liquefaction cases in past earthquake 

events.  
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1.まえがき 

 

 液状化抵抗は，繰返しせん断応力の大きさだけでなく，

波形（不規則性）に影響されることが示されている1)～6)．

港湾基準では地震動が港湾ごとに設定されることになり，

港湾ごとに地震波形は異なるものとなった7)．しかし，液

状化の予測判定で用いられている，粒度・N値法には波

形の影響は考慮されておらず，外力については地震応答

計算結果から得られる最大せん断応力比のみで液状化発

生の有無が判断される8)．このような背景から本研究では，

繰返しせん断応力の波形がどの程度液状化の発生に影響

するかを，ねじりせん断試験と単純せん断試験を行って

調べている．そして，波形の影響を定量化し，粒度・N

値法に波形の影響を考慮する方法を提案することを目的

としている． 

 そこで，以下のような流れで検討を行った． 

①室内要素試験（中空ねじり試験，単純せん断試験）に

より，11種類の不規則波を用いた液状化試験および正弦

波を用いた液状化試験を実施した． 

②正弦波載荷と不規則波載荷での液状化抵抗を関連付け

る係数として研究されてきた不規則波に対する補正係数

について，①での試験結果を用いた考察を行った． 

③不規則波載荷での液状化抵抗と各波形との関係を定量

的に表現するために，不規則波の波形を定量化する有効

波数というものを②の結果を利用して提案した． 

④そして，有効波数を用いて波形補正係数を新たに提案

し，粒度・N値法で用いている判定チャートを波形に応

じて補正する方法を提案した． 

⑤実際の地震での液状化・非液状化事例のケーススタデ

ィを行い，④で提案した方法の検証を行った． 

 

2. 液状化試験の方法 

 

2.1 試料と試験装置 

 試料は相馬硅砂6号で，土粒子密度はρs=2.64g/cm
3，最

大間隙比emax=1.20，最小間隙比emin=0.71である．また，

粘土についても1ケースだけ試験を行っており，試料は川

崎粘土で，wL=50.8%，wp=27.0%，Ip=23.8，ρs=2.662g/cm
3，

粘土分37.3%，シルト分49.4%である． 

試験装置は，中空ねじり試験装置，単純せん断試験装

置の2種類を用いた． 

 

2.2 中空ねじり試験 

用いた中空ねじり試験装置は，高さ7cm，外径7cm，内

径3cmの供試体に対して試験が出来る小型と，高さ10cm，

外径10cm，内径6cmの供試体に対して試験が出来る中型

の2台である．小型装置を用いて，相馬砂を用いたシリー

ズT-1と粘土を用いたシリーズT3，中型装置を用いてシリ

ーズT-2の3シリーズが行われた． 

シリーズT-1では，まずモールド内に所定の密度となる

ように空中落下法で試料の落下高さを調整して供試体を

作製している．その後，供試体を浸潤させ，乱さないた

めに凍結を行い，供試体を装置にセットし解凍した．密

度は相対密度がDr=50，65，80，90%の4種類である． 

シリーズT-2では，試験装置にセットされたモールド内

に乾燥砂をスプーン等で投入し，モールド側面を打撃し

て，所定の密度の供試体を作製している．供試体の相対

密度はDr=50%，65％，80％の3種類である． 

両シリーズとも，間隙圧係数B値が95％以上になるま

で 供 試 体 の 飽 和 化 を 行 い ， そ の 後 圧 密 圧 力 が

σm0’=98kN/m
2で等方圧密を行った．圧密終了後，非排水

状態でねじりせん断応力を所定の波形で載荷した． 

シリーズT-3では，まず，スラリー状にした初期含水比

が65%の川崎粘土を，直径30cmの予備圧密試験装置の中

で初期高さ約25cmの状態から圧密した．予備圧密は，ロ

ッド自重，10，20，50kN/m2の4段階の上載圧力で最終的

に50kN/m2で圧密を行っている．圧密終了の確認は3T法

で行っている．圧密終了時間は荷重段階で異なり，100

～3000minであった．予備圧密終了後，直径10cmの粘土

試料を切り出し，外径7cm，内径3cm，高さ7cmの供試体

に成形した．成形後，供試体を装置にセットし，圧密圧

力がσm0’=98kN/m
2で等方圧密を行った．圧密終了後，非

排水状態でねじりせん断応力を所定の波形で載荷した． 

 

2.3 単純せん断試験 

単純せん断試験装置は高さ4cm，直径10cmの供試体に

対して試験が出来るものである．供試体は，1枚4mmのア

ルミ製リングを10枚積み重ねた，層状のリング内に作製

される．この装置によりシリーズSが行われた． 

シリーズSでは，リング内に乾燥状態の試料をスプーン

等で投入しながらリング側方を打撃し，所定の密度の供

試体を作製した．密度は相対密度がDr=40，50，65，80%，

90%の 5種類である．供試体作製後，鉛直応力が

σv0’=98kN/m
2のK0状態の圧密を行った．圧密終了後，鉛

直変位が発生しないように鉛直載荷板を固定し，等体積

条件で所定の波形を載荷した． 

 

2.4 載荷波形   

 表-1の試験ケース一覧で示すように，試験で使用した

波形は正弦波と，相対密度により異なるが，シリーズT-1
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では不規則波1～5，シリーズT-2では不規則波6～10，シ

リーズT-3では不規則波1～4，シリーズSでは不規則波6

～11で，11種類の不規則波形を用いた．用意した不規則

波形は継続時間が大幅に異なるものであるが，実際の地

震での現象は基本的には非排水せん断であると考え，前

述の試験も非排水条件あるいは等体積条件で行っている．

したがって，後述の試験結果の整理も載荷時間に関して

ではなく，載荷波数に着目して行っている． 

図-1には不規則波1～11の波形を示す．なお，試験では

荷重の制御を正確に行うために，載荷波形の時間軸を長

くして行ったが，載荷波形は必ずしも正確に供試体には

かからず，供試体で計測された波形は試験ごとに若干異

なっていた． 
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図-1(h) 不規則波 8 
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図-1(g) 不規則波 7 
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図-1(f) 不規則波 6 
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図-1(e) 不規則波 5
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図-1(d) 不規則波 4 
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図-1(c) 不規則波 3 
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図-1(b) 不規則波 2 
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図-1(a) 不規則波 1 

表-1 試験ケース一覧 

シリーズ 試験法 供試体作成 試料
相対密度：Dr、
塑性指数：Ip

RL20 載荷波形

Dr=50% 0.163

Dr=65% 0.186

Dr=80% 0.220 不規則波1～5、正弦波

Dr=90% 0.260 不規則波1～4、正弦波

Dr=50% 0.178

Dr=65% 0.242

Dr=80% 0.348

T-3
中空ねじり
非排水

スラリー
→予備圧密

川崎粘土 Ip=23.8 0.321 不規則波1～4、正弦波

Dr=40% 0.117 不規則波6～8、正弦波

Dr=50% 0.123 不規則波6～10、正弦波

Dr=65% 0.155 不規則波6～11、正弦波

Dr=80% 0.176 不規則波6～10、正弦波

Dr=90% 0.283 不規則波6～8、正弦波

単純せん断
等体積

乾燥砂投入
打撃

T-2
中空ねじり
非排水

乾燥砂投入
打撃

相馬硅砂

相馬硅砂

相馬硅砂

不規則波1～4、正弦波

T-1
中空ねじり
非排水

空中落下→
浸潤→凍結
→装置にセット

不規則波6～10、正弦波

S
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3. 試験結果 

 

3.1 液状化の定義 

 図-2に，シリーズT-1での不規則波2の場合のせん断応

力の時刻歴と載荷により発生した過剰間隙水圧，せん断

ひずみの時刻歴の一例を示す． 

図-2から載荷にともない過剰間隙水圧が上昇し，せん

断ひずみが発生していくことがわかる． 

液状化の定義は両振幅せん断ひずみが，γDA=7.5%にな

ったときとした．図-2の例の場合には，約27秒でγDA=7.5%

の両振幅せん断ひずみが発生しており，液状化したこと

になる．また，このとき過剰間隙水圧は拘束圧の

σm0’=98kN/m
2に達している． 

 

3.2 液状化抵抗  

図-3に正弦波試験での繰返しせん断応力比と液状化に

至るまでの繰返し回数：Ncの関係（液状化抵抗曲線）を

示す．液状化抵抗の定義は，正弦波を用いた試験の場合

には図-3において繰返し回数がNc=20回で液状化すると

きの繰返しせん断応力と初期有効鉛直応力（軸応力）の 

比：RL20（=τc/σv0’）で定義した．  

不規則波の場合には各不規則波試験において最大せん

断応力比の値を変えた試験を行い，図-4に示すように，

最大せん断応力比と発生した両振幅せん断ひずみの関係

を求めておき，γDA=7.5％に対応する最大せん断応力比

τmax/σv0’で定義し，不規則波での液状化抵抗：RLmaxとした． 

 正弦波での液状化抵抗：RL20については，表-1に相対

密度ごとに示す． 

不規則波での液状化抵抗RLmaxについては，図-5に有効

波数Nefとの関係で示す．有効波数とは，各不規則波の波

形を定量的に評価する量で，定義および物理的意味につ

いては4章で後述する．図-5の実線は相対密度ごとに液状

化抵抗と有効波数の関係を累乗関数で近似したもので，

また破線は4章で示す提案式の関係である．図-5から有効

波数が大きくなると液状化抵抗は低下し，また相対密度

が小さいものほど小さくなっている． 
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図-2(c) せん断ひずみの時刻歴 
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図-2(a) せん断応力の時刻歴（T-1 不規則波 2） 
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図-1(k) 不規則波 11 
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図-4 最大せん断応力比と最大両振幅せん断ひずみ 
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図-5(a)  液状化抵抗と有効波数（シリーズ T-1） 
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図-3(c) 液状化抵抗曲線（シリーズ T-3） 
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図-3(b) 液状化抵抗曲線（シリーズ T-2） 
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図-3(a) 液状化抵抗曲線（シリーズ T-1） 
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3.3 不規則波に対する補正係数 

不規則波に対する補正係数：c2は正弦波での液状化抵

抗と不規則波での液状化抵抗を関連づける係数で，次式

で定義されているものである例えば2)． 

 

 

L20

Lmax

2

R

R
c =  (1) 

ここに，c2は不規則波に対する補正係数，RLmaxは不規則

波での液状化抵抗，RL20は正弦波での液状化抵抗である． 

図-6は各試験で得られたc2と相対密度の関係である．

また，粘土については相対密度が定義できない．そこで，

粘土の試験結果（シリーズT-3）については，c2が最大と

なった不規則波3のc2=1.9を太破線で，最小となった不規

則波5のc2=1.25を太実線で図-6中に示しておく． 

図-6から相対密度が同じでも，c2は波形により異なっ

た値になっている．相対密度が50%ではc2は1.1～1.7の範

囲であるが，80%になると0.9～2.3の範囲になり，密度が

大きくなるほど，波形の影響を受けやすくなる．また，

粘土については，c2は1.25～1.9の範囲にあり，相対密度

がDr=70%の砂と同程度の結果になっている． 
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図-5(d)  液状化抵抗と有効波数（シリーズ S） 
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図-5(c)  液状化抵抗と有効波数（シリーズ T-3） 
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図-5(b)  液状化抵抗と有効波数（シリーズ T-2）
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4. 考察 

 

 液状化抵抗は作用する不規則波の波形に大きく依存し，

不規則波に対する補正係数c2は大きくばらつくことを前

章で示した．ここでは，有効波数というものを考え不規

則波の波形を定量的に評価することを試みる．そして，

c2と有効波数の関係を調べる．さらに，港湾基準の粒度・

N値法による液状化判定に，波形の影響を考慮する方法

を提案する． 

 

4.1 有効波数 

液状化発生に関して不規則波の波形の特性を代表させ

るものとして有効波数というものを考え，有効波数を，

図-7で示すように，不規則波の時刻歴において最大値に

対してある割合（＝β）以上の大きさを持つ半波の数の半

分として定義するものとする．これは，図-7のような不

規則波において，発生せん断応力の最大値：τmaxに対して

β×τmax以下の振幅のせん断応力は液状化の発生に関して

大きな影響はないと考えたことである．次に，βとしてい

くつが適当であるかを調べる．  

図-8は相対密度がDr=65％の場合のc2とβ×τmax以上と

なる半波の数の関係を調べたもので，図-8(a)は横軸を線

形，図-8(b)は対数で表示したものである．βは， 90%～

10%まで10%きざみで変化させている．また，同じ不規

則波でも試験（供試体）ごとに計測された波形は微妙に

異なり，β×τmax以上となる半波の数は異なった値となっ

たので，平均した値を用いている． 

図-8(a)からc2とβ×τmax以上となる半波の数の関係は

下に凸の関係になっている．そこで，図-8(a)中の曲線で

示すように，各プロットを後述の式(2)と同じような累乗

関数で近似しその相関係数を調べた．図-9は，相関係数

とβの関係を，相対密度ごとに調べて整理したものである． 

図-9から，相対密度が小さくなると，βの小さいところ

では相関係数は低くなっている．なお，図-9において相

対密度が40%のプロットは相関係数が大きいが，これは，

試験数が少なかったからである．そして，図-9から，β

が60%あたりで相関係数はピーク値をとっていることが

わかる．したがって，累乗関数で近似する場合について

ではあるが，βを60%とした場合の半波の数が， c2と最も

相関が高いといえる．そこで，以後，累乗関数を用いて

有効波数と不規則波に対する補正係数あるいは液状化抵

抗の関係を近似することを前提として，最大値の60%以

上の半波の数の半分を有効波数：Nefと定義する． 
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図-8 (a)  c2と係数 β 以上となる半波の数の関係

（Dr=65%） 横軸-線形表示 
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図-8 (b)  c2と係数 β 以上となる半波の数の関係

（Dr=65%） 横軸-対数表示 
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4.2 不規則波に対する補正係数と有効波数，相対密

度の関係 

図-10は，不規則波に対する補正係数c2と有効波数の関

係をシリーズごとに調べたもので，相馬砂については相

対密度ごとにプロットしてある．図-10中の曲線は各プロ

ットを累乗関数で近似したものである． 

 図-10から，有効波数が大きくなるとともに，c2は小さ

くなっていくことが分かる．また相対密度が大きなもの

ほど有効波数に対する変化は大きい． 

 図-11は図-10の近似線を利用し，各シリーズ（シリー

ズT-3を除く）の相対密度ごとに有効波数がNef=1，2.5，5，

7.5，10，12.5に対するc2を読みとり，c2と相対密度の関係

を有効波数ごとにプロットし整理したものである． 
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図-10(d) c2と有効波数（シリーズ S） 
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図-10(c) c2と有効波数（シリーズ T-3） 
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図-10(b) c2と有効波数（シリーズ T-2） 
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図-10(a) c2と有効波数（シリーズ T-1） 
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図-9 相関係数と β 
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図-11から，有効波数の小さい方がc2は大きくなり，よ

り大きな液状化抵抗になる．c2と相対密度の関係は，Dr

＝60%まではNefが同じであればほぼ一定である．相対密

度がDr＝60%から80%までは，有効波数がNef=1，2.5と小

さい場合にはc2は相対密度とともに大きくなるが，

Nef=7.5～12.5と大きい場合にはc2は減少する傾向にある．

しかし，相対密度がDr=80%を超えるとc2はいずれの有効

波数でも増加する傾向にある．また，有効波数が小さい

方がプロットのばらつきは大きくなっており，有効波数

が小さい波形の方がc2は敏感に変わりやすいといえる．

さらに，相対密度の大きなところでプロットのばらつき

や有効波数の違いによるc2の値の差は大きくなっており，

密度が高い方が波形の影響を大きく受けるようである． 

他の研究と比較すると，石原1)は相対密度がDr=55%の

砂に対してねじりせん断試験を行い，載荷波形を衝撃型

と振動型に分け，衝撃型ではc2=1/0.55≒1.8，振動型では

c2=1/0.7≒1.4を示している．図-11の結果では有効波数が

小さいものが衝撃型，大きいものが振動型に相当すると

考えられ，石原の結果と整合するといえる．Tatsuokaら2)

は相対密度の異なる砂試料に対して試験を行っている．

そして，相対密度が50%程度では衝撃型，振動型のいず

れの場合も石原と同様な結果となったが，相対密度が大

きくなると振動型の場合にはc2は低下することを示して

いる．これに対して衝撃型の場合には相対密度が大きく

なるとc2は大きくなっていき相対密度が80%程度で

c2=2.6程度のピークを示し，その後c2は小さくなっていく

という複雑な結果を示している．図-11の相対密度の増加

に対するc2の変化は，Tatsuokaらの結果と整合していない．

この原因は，Tatsuokaらの試験では相対密度が80%を超え

ると規則波の液状化抵抗RL20が急激に大きくなっていく

が，本試験ではそのような結果が得られなかったからで

ある． 

したがって，密度が高い場合には，c2は試験方法など

で大きく変わる可能性があると思われるが，c2は正弦波

載荷で得られる液状化抵抗RL20と不規則波載荷での液状

化抵抗RLmaxを関係づける係数である．液状化抵抗RL20は

液状化に関するインデックスとして広く使用されており，

有効波数Nefとc2の関係を，相対密度をパラメータとして

定式化しておくと不規則波の検討の際に有用と思われる．

以下ではここでの試験結果を利用して，c2，Nef，Drの関

係を求める． 

図-10の各プロットを，各シリーズの相対密度ごとに次

式の累乗関数により回帰した． 

 ( ) 21

202

c

efNcc ⋅=  (2) 

ここに，c20，c21は図-10で示した不規則波に対する補正

係数c2と有効波数関係の回帰式の係数と指数である． 

式(2)のc20，c21と相対密度Drの関係を調べたのが図-12

である． 

図-12からかなりばらつきがあるが， c20， c21と相対

密度：Drの関係を線形関係の次式で近似し，図-12中の実

線で示す．線形関係による近似は，図-12のプロットにば

らつきがあることと，ここでの実験データは限られた条

件でのものであることを考慮し，切片および勾配の有効

数字は1桁になるように行った． 

 

:72≥
r

D  
r

Dc ⋅+−= 42.0
20

 (3) 

 
r

Dc ⋅−= 7.02.0
21

 (4) 

ここで，式(4)においてc21は正の値をとると，式(2)のc2と

Nefの関係においてNefが大きくなるとc2が大きくなるとい

う矛盾が生じる．そこで，適用範囲をDr≧2/7とした． 

 式(2)～(4)で相対密度Drと対象とする不規則波の有効

波数Nefが得られれば，不規則波に対する補正係数c2を求

めることができる． 

 図-13が式(2)～(4)を用いて，Drとc2の関係を有効波数

Nef=1，2.5，5，7.5，10，12.5について求めたものである．

図-13から有効波数が小さい場合にはc2は相対密度とと

もに大きくなるが，有効波数が大きい場合には減少する

傾向にある．また，図-11の実測値と比較すると，相対密

度がDr=90%のところで両者に大きな違いが見られる．し

たがって，密度の高い場合には，式(2)～(4)による誤差は

大きくなるといえる． 
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図-11 c2と相対密度（シリーズ T-1，T-2，S） 
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4.3 粒度・N 値法への波形の影響の導入 

粒度・N値法8)では，等価加速度と等価N値を図-14の判

定チャートにプロットし，プロットが図-14で示される各

境界線で区切られる範囲のどこにあるかで液状化の可能

性の有無を予測する．ここで，等価N値は標準貫入試験

結果から求まり，等価加速度は応答計算から得られるも

ので，予測対象層のせん断応力の時刻歴の最大値を用い

て算出されるものである．等価加速度，等価N値は次式

で与えられる． 

 

 g
eq

⋅⋅=

'
7.0

v0

max

σ

τ

α  (5) 

 
( )

( ) 0.165'0041.0

65'019.0

65
+−⋅

−⋅−

=

v

v
N

N
σ

σ

 (6) 

ここに，αeqは等価加速度(Gal)，τmaxは応答せん断応力(ｋ

N/m2)の最大値，σv0’は有効上載圧(ｋN/m2)，gは重力加速

度(980Gal)，N65は等価N値，Nは標準貫入試験N値である．

なお，等価N値は細粒分含有率や塑性指数に応じて式(6)

からさらに補正される． 

図-14の判定チャートは過去の地震での液状化の事例

から経験的に作製されたもので，地震で発生する最大せ

ん断応力のみが考慮され，せん断応力の波形の影響は考

慮されていない．以下で，波形に対する補正法を提案す

る． 

最初に，図-14が作成された過去の地震での有効波数が

どの程度であったかを調べる．図-14の提案は，主に1983

年日本海中部地震での秋田港での液状化・非液状化事例
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図-14 液状化の判定チャート 
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図-13 実験式による c2と相対密度の関係 
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図-12(b) c21と相対密度（シリーズ T-1，T-2，S）
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図-12(a) c20と相対密度（シリーズ T-1，T-2，S）
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に基づいて行われたものである9）．そこで，再度，1983

年日本海中部地震での秋田港での応答計算を行い，秋田

港での各地点の有効波数を調べた． 

図-15が，得られた有効波数で，有効波数は深度方向に

分割した土層ごとに得られているので，各土層を番号で

表記し土層番号に対してプロットした．図-15から，有効

波数は3～7の間に分布し，平均的にはNef=5であったとい

える．したがって，図-14のチャートの境界線は，Nef=3

～7の地震動に対して液状化の有無を予測すると考えら

れ，以降ではチャートの境界線の有効波数は平均値の

Nef=5に相当していたものとし，考察を進める． 

まず，図-5において有効波数Nef=5に対応する液状化抵

抗RLmax5を求め，図-5の液状化抵抗RLmaxをRLmax5で除して

液状化抵抗比RLmax/RLmax5とNefの関係を求める．図-16が得

られたRLmax/RLmax5とNefの関係である．そして，図-16の関

係を相馬砂のシリーズT-1，T-2，Sについて相対密度ごと

に累乗関数で近似し，近似式の指数を相対密度との関係

で調べたのが図-17である． 
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図-16(d) 液状化抵抗比と有効波数（シリーズ S） 
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図-16(c) 液状化抵抗比と有効波数（シリーズ T-3） 
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図-16(b) 液状化抵抗比と有効波数（シリーズ T-2） 
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図-16(a) 液状化抵抗比と有効波数（シリーズ T-1）
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図-15 1983年日本海中部地震（秋田港）での有効波数
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図-17の関係から，RLmax/RLmax5とNefの関係は式(7)，(8)

の関係で得られ，液状化抵抗比RLmax/RLmax5を波形補正係

数：cαと呼ぶことにする． 

 







≥≡⋅= −

7.0

2.0
:5

11

Lmax5

Lmax

r

d

ef

d
DcN

R

R

α
 (7) 

 
r

Dd ⋅−= 7.02.0
1

 (8) 

ここに，d1は波形補正係数cαと有効波数Nefを累乗関数で

関連づける指数で，相対密度Drに応じて定まる．式(7)の

係数はNef=5でRLmax/RLmax5＝1を満たす必要があるので，

5-d1となる．また，式(7)はDr<0.2/0.7ではd1が正の値をと

り，有効波数が大きくなると液状化抵抗が増加するとい

う矛盾した結果を与えるので，Dr≧0.2/0.7≒0.29が適用範

囲である．Dr<0.29と非常に緩い状態においてはcα=1とす

る．式(7)，(8)で波形補正係数を求めるためには相対密度

が必要となるが，相対密度の実測値がない場合にはN値

などを用いた経験式で推定する必要がある． 

 ここで，式(7)の波形補正係数cαは，有効波数Nef=5の波

形の液状化抵抗に対する任意の有効波数の波形の液状化

抵抗の比である．したがって，粒度・N値法による液状

化判定において波形の影響を考慮する場合には，図-14

の判定チャートの各境界線を図-18に示すように等価加

速度に関してcα倍すればよいことになる．あるいは，応

答計算で得られた等価加速度をcαで除してそのままプロ

ットすればよい． 

 

4.4 波形補正係数についての考察 

式(7)，(8)の波形補正係数を求める実験式は，図-16

を累乗関数で近似し，近似した累乗関数のパラメータを

さらに図-17のように相対密度との線形関係で近似して

得たものである．このように求めた式(7)，(8)の元デー

タである，図-5の液状化抵抗RLmaxの実測値に対する再現

性を調べ，式(7)，(8)による波形補正係数の精度を確認す

る． 

図-5の各破線は，式(7)，(8)を用いて波形補正係数cαを

求め，これと各実線のNef=5に対応する液状化抵抗RLmax5

から求めたRLmaxの計算値で波形補正係数による予測値

になる．図-5の粘土については相対密度が求められない

ので，式(7)のd1をd1=-0.3として計算したものを示した．

これは，相対密度がDr=70%程度に相当する． 

図-19の●プロットは，図-5の液状化抵抗の実測値と破

線で示した推定値を比較したものである．ただし，図-5(c)

の粘土についてはプロットしていない．また，図-19の○

プロットは，図-3で示した各シリーズの液状化抵抗曲線

を用いて，累積損傷度理論10)により，図-5の各不規則波

の液状化抵抗の実測値を予測したものである．なお，累

積損傷度理論については付録Aを参照されたい． 

図-5および図-19から，式(7)，(8)によるcαは液状化抵

抗をほぼ再現できており，式(7)，(8)は妥当な波形補正係

数を与えると考える．また，図-19の●と○プロットの比

較から，式(7)，(8)は累積損傷度理論とほぼ同程度の予測

精度，誤差であることがわかる． 

なお，累積損傷度理論による予測値は，各シリーズの

各相対密度に対して正弦波載荷を行って得られた液状化

抵抗曲線を利用したものである．したがって，累積損傷

度理論が土の液状化抵抗に対して正しいものであるなら

ば，予測値と実測値は一致しなければならないので，図

-19で示される○プロットの1：1のラインからの差は累積

損傷度理論の持っている本来的な誤差であるといえる． 
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図-18 液状化の判定チャート 
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図-17 指数 d1と相対密度 Dr（シリーズ T-1，T-2，S）
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ここで，式(3)，(4)の精度についても検討しておく．図

-20の▲プロットは，式(3)，(4)を用いた予測値と実測値

の関係で，累積損傷度理論による予測値の○プロットと

比較したものである．式(3)，(4)による予測値は，図-5の

各液状化抵抗が得られた波形の有効波数，相対密度から

c2を求め，これと表-1で示した各シリーズの正弦波の液

状化抵抗RL20からRLmaxを予測したものである．図-20から，

式(3)，(4)によるものと累積損傷度理論によるものはほぼ

同程度の予測精度であるといえる． 

図-21は，波形補正係数cαと相対密度の関係を，有効波

数をパラメータとして調べたものである．図-21から，cα

は有効波数がNef=5より小さい場合には相対密度ととも

に大きくなり，大きい場合には小さくなる．図-21からcα

は，cα=0.6～2程度で変化し，密度が高い地盤ほど波形の

違いにより判定結果が大きく変わるといえる． 

 

 

5. 波形補正係数の検証 

 

波形補正係数を前章で提案した．本章では波形補正係

数の粒度・N値法への適用性，精度を確認する．確認の

方法は，実際の地震での液状化，非液状化事例に提案し

た方法を適用して行う．用いた事例は，1983年日本海中

部地震（マグニチュードM=7.7）での秋田港9），1993年釧

路沖地震（M=7.5）での釧路港14)，1995年兵庫県南部地震

（M=7.3）での神戸ポートアイランド11)，2003年十勝沖地

震（M=8.0）での十勝港，2009年駿河湾地震（M=6.6）で

の御前崎港の事例である． 

 液状化予測判定は，図-22に示すように，現行の方法に

波形補正係数に関する項目（相対密度の算出，有効波数

の算出，波形補正係数の算出，等価加速度の補正）を追

加する流れで行った． 

 用いた土質データは付録B9)，11)，12)に示す．相対密度に

ついては試験が行われていなかったので，次式の

Meyerhof13)の式でN値から推定した． 
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図-21 波形補正係数と相対密度の関係 
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図-20 累積損傷度理論と式(3)，(4)による予測の比較 
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図-19 液状化抵抗の実測値と予測値の比較 
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5.1 1983年日本海中部地震（秋田港） 

図-23に1983年日本海中部地震での観測波形および予

測判定で用いた入力加速度を示す．入力加速度は秋田港

の地表面で観測された加速度波形を観測地点の基盤に引

き戻した2E波である9)． 

 秋田港の各地点の土質データを基に地盤をモデル化し，

図-23(b)の地震動を入力波として応答計算を「SHAKE」

を用いて行った．波形補正係数cαを用いた液状化の予測

は，図-18のように各境界のラインを変更するのではなく，

応答計算で得られた等価加速度をcαで除して補正する方

法で行っている． 

 応答計算で得られた有効波数はNef=3～7で，予測判定

の対象となったところでは，Nef=3～6.5で，波形補正係数

はcα=0.85～1.1の範囲であった． 

図-24～31が液状化予測結果で，図-24～30には深度方

向に液状化に対する安全率：FLを，図-31にはすべての地

点の等価N値と等価加速度の関係を示した．図-24～31で

は丸プロットが波形補正係数で補正したもので，三角プ

ロットは波形補正係数を用いない従来からのものである．

また，それぞれ黒塗りは液状化地点，白抜きが非液状化

地点である． 

液状化に対する安全率は，対象土層の等価N値よりそ

の土層が液状化するか否かの限界の等価加速度を図-31

のⅡとⅢの境界のラインから求め，これをその土層の等

価加速度で除したものである．ただし，等価N値が16以

上の場合には土層の等価N値を限界N値（等価加速度に対

するⅡとⅢの境界のラインの等価N値）で除した値をFL

とし，等価加速度が300Gal以上の場合には等価N値を16

で除した値をFLとした．また，FLが2以上のものはFL=2

としてプロットした．なお，液状化に対する安全率が

FL=1/1.5が図-18のⅠとⅡの境界，FL =1がⅡとⅢの境界，

FL =1.5がⅢとⅣの境界に相当する． 

 図-24～30，31で，波形補正係数の有無に関して予測結

果を比較すると大きな違いは見られない．これは，N値

が小さく相対密度が低く算定される土層が多かったこと

と，N値が大きく相対密度の高く算定された土層でも有

効波数がNef=5程度であったため，波形補正係数がcα=0.85

～1.1の範囲となったからである．予測は補正の有無にか

かわらず，液状化・非液状化事例と整合した結果になっ

ているといえる． 
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図-23 入力波形と観測波（秋田港） 

入力加速度の設定基盤加速

地盤のモデル化
N値、有効上載圧、

細粒分含有率、塑性指数

等価N値：N65、等価N値の細粒

分補正、相対密度：Drの算出
Dr=0.16･(167･N/(69+σv'))

0.5

SHAKEによる地震応答解析

各土層のせん断応力の時刻

等価加速度：αeq、

有効波数：N
ef
、

波形補正係数：c
α
の算出

等価加速度の補正 αeq/cα

液状化判定チャートへプロット

図-22 液状化予測判定の流れ 
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図-26 大浜 1 号岸壁 B-58-22(地震後)  

（非液状化地点）予測結果 
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(c)B-44-4 地点       (d)B-44-5 地点 

図-25 秋田港大浜 1号岸壁（非液状化地点）予測結果
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(a)B-44-1 地点       (b)B-44-2 地点 

図-25 秋田港大浜 1号岸壁（非液状化地点）予測結果
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(a)B-1 地点       (b)B-2 地点 

図-24 秋田港外港-13ｍ岸壁（液状化地点）予測結果
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(a)B-1 地点       (b)B-2 地点 

図-29 秋田港中島 2号岸壁（液状化地点）予測結果 
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(c)B-4 地点       (d)B-5 地点 

図-28 秋田港大浜 3号岸壁（液状化地点）予測結果 
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(a)B-1 地点       (b)B-3 地点 

図-28 秋田港大浜 3号岸壁（液状化地点）予測結果 
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図-27 秋田港大浜 2号岸壁 B-2地点 

（液状化地点）予測結果 
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5.2 1993 年釧路沖地震（釧路港） 

用いた入力地震動は図-32に示す波形で，釧路港の工学

的基盤（G.L.-76m）で観測されたものである12),14)．観測

地点では地震による液状化の痕跡は報告されておらず，

非液状化であったと判断される．ただし，井合ら15)の解

析によると密な砂で観測されるサイクリックモビリティ

が発生していたということが報告されている．サイクリ

ックモビリティは，密な砂が非排水状態で繰返しせん断

を受けた場合に過剰間隙水圧が発生して生じる現象であ

り，液状化に近い状態であったと推察される．しかし，

ここでは非液状化事例として取り扱う． 

観測地点の土質データを基に地盤をモデル化し応答計

算を行い，前項までと同様に整理した． 

 応答計算で得られた有効波数はNef=6～10で，波形補正

係数はcα=0.73～0.94の範囲であった． 

図-33，34が液状化予測結果で，図-33には深度方向に

液状化に対する安全率：FLを，図-34には等価N値と等価

加速度の関係を示した． 

 波形補正係数の有無で予測結果を比較すると，補正を

行った方が，図-40ではFLは小さくなり，図-41ではⅣの

領域のプロットがⅢの領域に，Ⅲの領域のプロットがⅡ

の領域に近づいている．現地の観察では非液状化の痕跡

が観察されなかったということから，補正の有無にかか

わらず，整合した予測結果であるといえる．しかし，井

合らの解析では，サイクリックモビリティが発生してい

たということであり現地は液状化に近い状態であった可

能性がある．これについては補正後の方が現地との整合

性は高いといえる．したがって，波形補正係数により補
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図-31 等価加速度と等価 N 値（秋田港） 
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図-30 秋田港北埠頭 A岸壁 B-1地点 

（液状化地点）予測結果 
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(c)B-3 地点       (d)B-4 地点 

図-29 秋田港中島 2号岸壁（液状化地点）予測結果 
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正を行った方が，現地との整合性は高くなっているとい

える． 

 

 

5.3 1995 年兵庫県南部地震（神戸ポートアイランド） 

神戸市は神戸ポートアイランドでアレー観測を実施し

ており，用いた入力地震動は図-35に示すもので，深度

G.L.-16mで観測されたものである11)．観測地点では液状

化の痕跡が確認されており，地盤は地震により液状化し

たと判断される． 

観測地点の土質データを基に地盤をモデル化し応答計

算を行い，前項と同様に整理した． 

 応答計算で得られた有効波数は�ef=2～4で，予測判定

の対象となったところでは，�ef=2～3で，波形補正係数

はcα=1.0～1.2の範囲であった． 

図-36，37が液状化予測結果で，図-36には深度方向に

液状化に対する安全率：FLを，図-37には等価N値と等価

加速度の関係を示した．予測は補正の有無にかかわらず，

液状化事例と整合した結果になっている．特に，図-36

のFLのプロットは補正したものとしないものは完全に一

致している．これは，図-37に示されるように，土層の等

価加速度がすべてαeq=300Galを上回っており，FLは土層

の等価N値を�65=16で除したものとしためである． 
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図-35 神戸ポートアイランド-16ｍ観測波 
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図-34 等価加速度と等価 N 値（釧路港）予測結果 
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図-33 釧路港予測結果 
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図-32 釧路港工学的基盤観測波（G.L.-76m） 
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5.4  2003 年十勝沖地震（十勝港） 

 図-38に2003年十勝沖地震での観測波形および予測判

定で用いた入力加速度を示す．図-38の入力波形は十勝港

の地表面で観測された加速度波形を観測地点の基盤に引

き戻した2E波である12)． 

この事例は，サンドコンパクションパイル工法（SCP）

による液状化対策前後の比較で，液状化対策を行ったと

ころでは液状化の発生はなく，無対策のところでは液状

化が発生していた．液状化発生地点の土質データはなか

ったので，液状化対策地点の対策前後の土質データを基

に地盤をモデル化し液状化予測を行い，前項までと同様

に整理した．したがって，「液状化対策前」が前項までの

「液状化地点」，「液状化対策後」が「非液状化地点」に

対応する． 

 応答計算で得られた有効波数は�ef=2～8で，波形補正

係数はcα=0.9～1.3の範囲であった． 

図-39～41が液状化予測結果で，図-39，40には深度方

向に液状化に対する安全率：FLを，図-41には等価N値と

等価加速度の関係を示した． 

 図-39，40で波形補正係数の有無で予測結果を比較する

と，液状化対策後のB-3地点（図-39(b)）で差が大きくな

っている．また，図-41を見ると等価N値の大きなところ

で補正前後の差が大きくなっている．これは，いずれも

N値が大きいことから，相対密度が大きく算定され，波

形補正係数による補正が大きくなったためである．また，

図-41において液状化地点（液状化対策前）のプロット（●，

▲）がⅣの領域にあるが，これらのプロットは図-39のFL

が1以上の非液状化層のもので，他のFLが1以下の層が液

状化して地盤全体としては液状化したということである．

したがって，予測は補正の有無にかかわらず，液状化事

例（SCP改良後），非液状化事例（SCP改良前）と整合し

た結果になっている． 
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(a)観測波形（地表面） 
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(b)入力波形（引戻し波：2E波） 

図-38 入力波形と観測波（秋田港） 
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図-37 等価加速度と等価 N 値 

（神戸ポートアイランド）予測結果 
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図-36 神戸ポートアイランド（液状化地点） 
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5.5 2009 年駿河湾地震（御前崎港） 

 用いた入力地震動は図-42に示す波形で，御前崎港の工

学的基盤（G.L.-10m）で観測されたものである12)．観測

地点では地震による液状化の痕跡は報告されておらず，

非液状化であったと判断される． 

観測地点の土質データを基に地盤をモデル化し応答計

算を行い，前項までと同様に整理した． 

 応答計算で得られた有効波数は�ef=1で，波形補正係数

はcα=1.2～1.5の範囲であった． 

図-43，44が液状化予測結果で，図-43には深度方向に

液状化に対する安全率：FLを，図-44には等価N値と等価

加速度の関係を示した． 

 波形補正係数の有無で予測結果を比較すると，補正を

行った方が，図-43ではFLは1以下であったものが1以上に

なり，図-44ではⅡの領域にあったプロットがⅢの領域に，

Ⅰの領域にあったプロットがⅡの領域に移動している．

したがって，波形補正係数により補正を行った方が，現

地が非液状化であったという事実と整合性が高くなって

いる． 
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図-41 等価加速度と等価 N 値（十勝港）予測結果 

0 0.5 1 1.5 2

0

5

10

15

20

FL:A-3
FL(cα=1)
FL=1/1.5
FL=1.0
FL=1.5

F
L

液状化対策後

0 0.5 1 1.5 2

0

5

10

15

20

FL:B-3
FL(cα=1)
FL=1/1.5
FL=1.0
FL=1.5

F
L

液状化対策後

 

(a)A-3 地点       (b)B-3 地点 

図-40 十勝港（液状化対策後）予測結果 
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(a)A-3 地点       (b)B-3 地点 

図-39 十勝港（液状化対策前）予測結果 
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図-43 御前崎港予測結果 

 

 

 

 

5.6 事例解析のまとめ 

 過去5つの地震での液状化，非液状化の事例解析を5.1

～5.5で行った．  

今回の検討では，全体としては補正の有無で予測に大

きな違いは見られなかったといえる．しかし，詳細にみ

ると，N値（相対密度）が大きくなるほど，補正の有無

による予測の差は大きくなっていた．特に，5.5の駿河湾

地震の事例では大きな差となり，補正を行った方が現地

の非液状化事例との整合性が高くなった． 

以上から，提案した波形補正係数を粒度・N値法に適

用しても問題ないと考える． 

 また，事例解析を行った5つの地震はマグニチュードが

M=6.6，7.2，7.5，7.7，8.0とそれぞれ異なっていた． Seed

はマグニチュードと等価波数とよばれるものの関係16)を

提案しているので，事例解析での応答計算から得られた

有効波数�efとマグニチュードMの関係を調べてみる． 

図-45は各事例で得られた有効波数の範囲をマグニチ

ュードに対して示したものである．図-45からマグニチュ

ードが大きくなるにしたがい有効波数は大きくなる傾向

にあり，これはSeedが提案したマグニチュードと等価波

数の関係と同様である． しかし，マグニチュードに対し

て有効波数はかなりばらついており，マグニチュードだ

けから有効波数を推定するのは困難であるといえる． 
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図-45 マグニチュードと有効波数の関係 
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図-42 御前崎港工学的基盤観測波（G.L.-10m） 
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図-44 等価加速度と等価 N 値（御前崎港）予測結果
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6. 結論 

 

 液状化発生におよぼす載荷波形の不規則性の影響につ

いて検討を行い，以下のような結論が得られた. 

①密度（相対密度）が高い土ほど波形の不規則性の影響

を大きく受ける． 

②液状化抵抗におよぼす波形の影響を定量化するために

有効波数Nefを定義し，有効波数と液状化抵抗の間に有為

な関係があることを示した． 

③不規則波に対する補正係数c2と有効波数Nefの関係を実

験式で示した． 

④粒度・N値法に地震動波形の不規則性の影響を考慮で

きるようにするために，実験データから波形補正係数を

提案した． 

⑤既往地震での液状化・非液状化事例により波形補正係

数の適用性を検証した． 

  

7. あとがき 

 

 液状化発生に及ぼす波形の不規則性の影響を室内試験

で調べ，粒度とN値による液状化の予測判定法に地震動波

形の影響を取り入れる方法を提案した．波形の不規則性

の影響は密度の高い地盤で敏感に変わる．これは，締固

めによる液状化対策における，目標N値の設定に大きく影

響することで，この点についての今後の研究が必要であ

る．さらに，細粒分を多く含む土や塑性がでるような土

に関しての不規則性の影響は不明なところが多く，今後

の検討課題として残される． 

本研究は国土交通省の各整備局のご協力を得ておりま

す．ここに謝意を表します． 

（2010年4月26日受付） 
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付録A 累積損傷度理論による液状化抵抗 

 

累積損傷度理論10)は，金属疲労の考えを利用して液状

化予測を行うものである． 

まず，正弦波を用いた液状化試験を行って得られる図

-A.1の液状化抵抗曲線を用意し，これを疲労曲線と考え

る．そして，液状化予測を行う図-A.2のせん断応力比の

時刻歴について，半波ごとの振幅：τi/σv0’を調べる．振幅

τi/σv0’を持つ半波は，図-A.1から液状化に関して式（A.1）

に示すDiの損傷度があると考える（式（A.1）の係数0.5

は半波であることから）．これら損傷度を不規則波の各半

波について総和をとり，式（A.2）で示す累積損傷度Dが

D=1となる場合に液状化が発生すると考えるのが，累積

損傷度理論である． 

 

 

i

i

N
D

1
5.0 ⋅=  (A.1) 

 ∑= i
DD  (A.2) 

ここに，Diは不規則波の各半波の損傷度，Niは各半波の

振幅τi/σv0’に対する液状化抵抗曲線での繰返し回数，Dは

累積損傷度である． 

 不規則波形が与えられ，その液状化抵抗RLmaxを求める

場合には，式（A.2）の累積損傷度がD=1となる波形の最

大振幅を求めればよい． 

 

 

付録B 地盤データ 
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図-A.1 液状化抵抗曲線（疲労曲線）  

表-B.2 秋田港外港-13ｍ岸壁 B-2 

深さ

G.L.-m
N値

細粒分含有率

Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度

Vs(m/ｓ)

1.0 7 1.8 174

2.0 7 5 1.9 174

4.0 2 22.1 1.9 144

5.0 2 1.9 144

6.0 4 3 1.9 144

7.0 4 1.9 144

8.0 5 3 1.9 144

9.0 6 1.9 144

10.0 6 5 1.9 144

12.0 8 4 1.9 165

14.0 9 4 1.9 165

17.0 4 61.5 1.8 144

19.0 24 6 1.9 265

21.0 33 5 1.9 296

25.0 32 5 1.8 249

28.0 1.8 249

42.0 1.9 316

56.0 1.9 316

70.0 1.9 316

84.0 1.9 316

98.0 1.9 316

外港-13ｍ岸壁　B-2 地下水位：G.L.-1.5m

表-B.1 秋田港外港-13ｍ岸壁 B-1  

深さ

G.L.-m
N値

細粒分含有率

Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度

Vs(m/ｓ)

1.0 11 1.8 203

2.0 6 9 2.0 203

3.0 5 5 2.0 165

4.0 6 2 2.0 165

6.0 5 1 2.0 165

7.0 8 1 2.0 165

8.0 8 2 2.0 165

10.0 6 1 2.0 182

12.0 6 1 2.0 165

14.0 10 2 2.0 165

15.0 50 2 2.0 165

16.0 50 2.0 197

17.0 2.0 197

20.5 1.9 363

24.0 1.9 363

28.0 1.8 249

41.6 1.9 316

55.2 1.9 316

68.8 1.9 316

82.4 1.9 316

96.0 1.9 316

地下水位：G.L.-1.5m外港-13ｍ岸壁　B-1
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表-B.6 秋田港大浜 1号岸壁 B-44-5  

深さ

G.L.-m
N値

細粒分含有率

Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度

Vs(m/ｓ)

1.9 13 1.8 289

2.9 17 1.8 289

3.9 17 1.8 289

4.9 21 1.8 289

5.9 25 Fc<5 1.8 289

6.9 25 Fc<5 2.0 289

7.9 24 Fc<5 2.0 289

8.9 25 Fc<5 2.0 289

9.9 43 Fc<5 2.0 326

10.9 47 Fc<5 2.0 326

11.9 43 Fc<5 2.0 326

12.9 15 17 1.8 215

13.9 12 20 1.8 215

14.9 32 17 1.9 296

15.9 34 17 1.9 296

16.9 40 6 1.9 316

17.9 39 6 1.9 316

18.9 41 20 1.9 316

19.9 44 20 1.9 324

20.9 42 8 1.9 324

21.9 43 8 1.9 324

22.9 43 8 1.9 324

23.9 45 8 1.9 324

24.9 44 8 1.9 324

25.9 39 8 1.9 324

26.9 12 20 1.8 210

27.9 19 14 1.9 254

28.9 21 14 1.9 254

29.9 24 15 1.9 254

30.9 24 15 1.9 273

31.9 26 15 1.9 273

32.9 29 15 1.9 273

33.9 1.9 316

100 1.9 316

大浜1号岸壁　B-44-5 地下水位：G.L.-5.9m

 

表-B.5 秋田港大浜 1号岸壁 B-44-4  

深さ

G.L.-m
N値

細粒分含有率

Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度

Vs(m/ｓ)

1.9 10 1.8 210

2.9 12 1.8 210

3.9 12 1.8 210

4.9 21 Fc<5 2.0 231

5.9 19 Fc<5 2.0 231

6.9 22 Fc<5 2.0 249

7.9 25 Fc<5 2.0 273

8.9 28 Fc<5 2.0 273

9.9 32 Fc<5 2.0 293

10.9 38 Fc<5 2.0 293

11.9 25 Fc<5 2.0 293

12.9 11 Fc<5 1.9 226

13.9 19 Fc<5 1.9 226

14.9 28 15 1.9 296

15.9 32 15 1.9 296

16.9 29 15 1.9 296

17.9 33 15 1.9 306

18.9 37 15 1.9 308

19.9 36 15 1.9 308

20.9 39 15 1.9 308

21.9 42 15 1.9 319

22.9 40 15 1.9 319

23.9 42 8 1.9 319

24.9 40 8 1.9 313

25.9 43 8 1.9 313

26.9 33 8 1.9 313

27.9 13 20 1.8 215

28.9 12 20 1.8 215

29.9 15 20 1.8 215

30.9 1.9 316

100 1.9 316

大浜1号岸壁　B-44-4 地下水位：G.L.-3.5m

 

表-B.4 秋田港大浜 1号岸壁 B-44-2  

深さ

G.L.-m
N値

細粒分含有率

Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度

Vs(m/ｓ)

1.2 1.8 203

3.7 10 2 2.0 245

5.7 20 3 2.0 262

7.7 25 7 2.0 262

9.7 27 6 2.0 276

11.7 28 10 2.0 276

13.7 24 11 1.9 241

15.7 39 5 1.9 305

17.7 38 14 1.9 305

19.7 40 15 1.9 319

21.7 41 15 1.9 319

23.7 31 15 1.9 290

25.7 13 20 1.8 221

27.7 31 20 1.9 316

100.0 50 0 1.9 316

大浜1号岸壁　B-44-2 地下水位：G.L.-1.2m

表-B.3 秋田港大浜 1号岸壁 B-44-1  

深さ

G.L.-m
N値

細粒分含有率

Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度

Vs(m/ｓ)

1.3 1.8 215

1.8 18 Fc<5 2.0 215

2.8 9 Fc<5 2.0 215

3.8 10 Fc<5 2.0 203

4.8 13 Fc<5 2.0 203

5.8 17 Fc<5 2.0 245

6.8 22 Fc<5 2.0 245

7.8 25 Fc>15 2.0 245

8.8 34 Fc>15 1.9 276

9.8 25 Fc>15 1.9 276

10.8 30 Fc>15 1.9 276

11.8 32 Fc>15 1.9 276

12.8 24 Fc>15 1.9 276

13.8 28 Fc>15 1.9 276

14.8 32 Fc>15 1.9 299

15.8 34 Fc>15 1.9 299

16.8 34 Fc>15 1.9 299

17.8 35 Fc>15 1.9 299

18.8 50 Fc>15 1.9 299

19.8 50 12 1.9 340

20.8 50 12 1.9 340

21.8 50 Fc>15 1.9 340

22.8 50 Fc>15 1.9 340

23.8 50 Fc>15 1.9 340

24.8 13 Fc>15 1.8 215

25.8 13 Fc>15 1.8 215

26.8 14 Fc>15 1.8 215

37.3 38 11 1.9 316

100.0 38 11 1.9 316

地下水位：G.L.-1.3m大浜1号岸壁　B-44-1
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表-B.10 秋田港中島 1号岸壁 B-5 

深さ

G.L.-m
N値

細粒分含有率

Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度

Vs(m/ｓ)

1.5 7 1.8 174

2.5 5 Fc<5 2.0 165

3.5 9 2.0 165

4.5 20 Fc<5 2.0 249

6.5 3 44.5 2.0 144

7.5 5 2.0 144

8.5 7 7 1.9 174

10.5 8 1.9 174

12.5 8 12 1.9 182

14.5 32 0 1.9 293

16.5 11 90 1.9 249

17.5 22 90 1.8 249

26.0 1.8 249

27.0 1.9 316

96.0 1.9 316

中島1号岸壁　B-5 地下水位：G.L.-1.76m

 

表-B.9 秋田港大浜 3号岸壁 B-4 

深さ
G.L.-m

N値
細粒分含有率
Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度
Vs(m/ｓ)

1.4 7 Fc<5 1.8 174

3.4 4 Fc<5 2.0 155
5.4 6 Fc<5 2.0 155
7.4 13 Fc<5 2.0 215

9.4 16 Fc<5 1.9 254
11.4 24 Fc<5 1.9 254
13.4 17 11 1.9 254
15.4 27 6 1.9 296
17.4 37 7 1.9 296
19.4 14 20 1.8 197
26.0 1.8 197
27.0 1.9 316
96.0 1.9 316

大浜3号岸壁　B-4 地下水位：G.L.-1.45m

 

表-B.8 秋田港大浜 2号岸壁 B-2 

深さ

G.L.-m
N値

細粒分含有率

Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度

Vs(m/ｓ)

1.8 2.0 114

3.8 1 1 2.0 114

5.8 3 1 2.0 114

7.8 6 1 2.0 165

9.8 6 1 2.0 165

11.8 11 2 2.0 180

13.8 8 15 2.0 180

15.8 29 3 1.9 283

17.8 42 5 1.9 321

18.8 50 8 1.9 321

20.0 1.9 249

23.0 1.9 249

26.0 1.9 249

27.0 1.9 316

100.0 1.9 316

大浜2号岸壁　B-2 地下水位：G.L.-0.7m

 

表-B.7 秋田港大浜 1号岸壁 B-58-22（地震後）  

深さ

G.L.-m
N値

細粒分含有率

Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度

Vs(m/ｓ)

1.0 10 1.8 187

2.0 26 0 2.0 245

3.0 12 0 2.0 245

4.0 14 0 2.0 226

5.0 15 0 2.0 226

6.0 18 0 2.0 226

7.0 14 0 2.0 226

8.0 27 0 2.0 241

9.0 9 0 2.0 241

10.0 13 0 1.9 221

11.0 17 17 1.9 221

12.0 13 17 1.9 221

13.0 14 20 1.9 221

14.0 28 11 1.9 280

15.0 30 12 1.9 280

16.0 28 9 1.9 280

17.0 38 14 1.9 316

18.0 50 1.9 316

24.0 50 1.9 316

25.0 50 1.8 215

26.0 50 1.9 269

27.0 50 1.9 316

98.0 50 1.9 316

大浜1号岸壁　B-58-22(地震後) 地下水位：G.L.-1.4m
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表-B.14 秋田港中島 3号岸壁 B-4 

深さ

G.L.-m
N値

細粒分含有率

Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度

Vs(m/ｓ)

1.6 9 1.8 190

2.6 4 3 2.0 144

4.6 3 2 2.0 144

6.6 12 1 2.0 197

8.6 8 2 2.0 197

10.6 9 3 2.0 197

12.6 20 7 1.9 249

14.6 28 8 1.9 280

16.6 35 6 1.9 302

18.6 29 13 1.9 302

19.6 16 90 1.8 231

26.0 1.8 231

27.0 1.9 316

61.0 1.9 316

中島3号岸壁　B-4 地下水位：G.L.-1.6m

 

表-B.13 秋田港中島 3号岸壁 B-3 

深さ

G.L.-m
N値

細粒分含有率

Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度

Vs(m/ｓ)

1.6 3 1.8 131

2.6 3 3 2.0 131

4.6 3 3 2.0 190

6.6 8 2 2.0 190

10.6 9 2 2.0 197

14.6 26 6 1.9 273

15.6 36 6 1.9 302

18.6 34 5 1.9 302

19.6 14 81.6 1.8 221

26.0 1.8 221

27.0 1.9 316

61.0 1.9 316

中島3号岸壁　B-3 地下水位：G.L.-1.6m

 

表-B.12 秋田港中島 2号岸壁 B-2 

深さ
G.L.-m

N値
細粒分含有率
Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度
Vs(m/ｓ)

1.5 14 1.8 210

2.5 6 4 2.0 210
3.5 11 2.0 210
4.5 2 12 2.0 131
5.5 4 2.0 131

6.5 26 4 1.8 155
8.5 4 92 1.8 155
9.5 7 72 1.8 155
11.5 19 11 1.9 245
12.5 26 8 1.9 265
14.5 23 12 1.9 265
16.5 36 11 1.9 305
18.5 23 48 1.9 249
19.5 18 78 1.9 249
26.0 1.9 249
27.0 1.9 316
61.0 1.9 316

中島2号岸壁　B-2 地下水位：G.L.-1.5m

 

表-B.11 秋田港中島 2号岸壁 B-1 

深さ

G.L.-m
N値

細粒分含有率

Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度

Vs(m/ｓ)

1.5 3 Fc<5 1.8 131

2.5 Fc<5 2.0 131

4.5 4 Fc<5 2.0 144

6.5 18 Fc<5 2.0 241

8.5 7 Fc<5 2.0 174

10.5 5 66.7 2.0 155

12.5 20 8 1.9 249

26.0 1.9 249

27.0 1.9 316

61.0 1.9 316

中島2号岸壁　B-1 地下水位：G.L.-1.45m
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表-B.18 十勝港第 4埠頭-12ｍ岸壁 SCP改良前 

深さ
G.L.-m

N値
細粒分含有率
Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度
Vs(m/ｓ)

1.25 19 4 1.8 240
2.25 19 6 1.8 240
3.25 22 5 1.8 240

4.25 12 6 2.0 180
5.25 13 15 2.0 180
6.25 10 18 2.0 180
7.25 7 13 2.0 180
8.25 11 18 2.0 180
9.25 10 6 2.0 180
10.25 6 9 2.0 180
11.25 15 6 2.0 210
12.25 15 4 2.0 210

13.25 41 6 2.0 300

第4埠頭-12m岸壁SCP改良前 地下水位：G.L.-3.25m

 

表-B.17 神戸港ポートアイランド 

深さ
G.L.-m

N値
細粒分含有率
Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度
Vs(m/ｓ)

1.0 5 1.8 170
2.0 3 1.8 170
3.0 6 1.8 170
4.0 3 1.8 170
5.0 1 1.8 170

6.0 4 Fc≒10 2.0 210
7.0 5 Fc≒10 2.0 210
8.0 4 Fc≒10 2.0 210
9.0 5 Fc≒10 2.0 210
10.0 6 Fc≒10 2.0 210
11.0 5 Fc≒10 2.0 210
12.0 7 Fc≒10 2.0 210
13.0 6 Fc≒10 2.0 210
14.0 16 Fc≒10 2.0 210
15.0 1 Fc≒10 2.0 210
16.0 13 Fc≒10 2.0 210

神戸ポートアイランド 地下水位：G.L.-5m

 

表-B.16 釧路港アレー観測地点 

深さ
G.L.-m

N値
細粒分含有率
Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度
Vs(m/ｓ)

1.0 8 1.80 146
2.0 1 15.1 1.80 146
3.0 16 7.3 1.80 146
4.0 16 7.4 1.80 146
5.0 15 5.7 1.80 146
6.0 24 7.5 1.95 355
7.0 N>50 8.8 1.95 355
8.0 24 6.5 1.95 355
9.0 22 9.6 1.95 355

10.0 N>50 6.7 1.95 355
11.0 N>50 13.2 1.95 355
12.0 N>50 5.9 1.95 355
13.0 31 8.9 1.95 355
14.0 1.90 390
20.0 1.90 390
21.0 1.90 282
24.0 1.90 282
25.0 2.00 324
52.0 2.00 324
53.0 2.00 337
76.0 2.00 337

釧路 地下水位：G.L.-2.0m

 

表-B.15 秋田港北埠頭 A岸壁 B-1 

深さ

G.L.-m
N値

細粒分含有率

Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度

Vs(m/ｓ)

1.4 24 1.8 265

2.4 11 1 2.0 190

4.4 7 24 2.0 190

6.4 9 7 2.0 190

10.4 14 8 1.8 226

12.4 16 12 1.8 226

16.4 11 87 1.8 226

17.4 27 61 1.8 276

20.0 1.8 276

21.0 1.8 236

26.0 1.8 236

27.0 1.9 316

61.0 1.9 316

北埠頭A岸壁　B-1 地下水位：G.L.-1.5m
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表-B.22 御前崎港観測地点 

深さ
G.L.-m

N値
細粒分含有率
Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)
せん断波速度
Vs(m/ｓ)

1.00 7 60 1.91 120
2.00 7 55 1.49 120
2.83 11 5 1.83 120
4.00 6 30 1.88 120
5.00 9 5 1.75 120
6.00 46 2.27 400
7.00 50 2.34 400
8.00 50 2.30 400
9.00 50 2.20 400
10.00 50 2.20 400

御前崎港観測地点 地下水位：G.L.-2m

 

表-B.21 十勝港第 4埠頭-13ｍ岸壁 SCP改良後 

深さ
G.L.-m

N値
細粒分含有率
Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度
Vs(m/ｓ)

2.43 41 8 1.8 320
3.43 49 6 1.8 320
4.43 47 9 1.8 320

5.43 19 11 2.0 240
6.43 24 16 2.0 240
7.43 19 13 2.0 240
8.43 20 39 2.0 240
9.43 31 8 2.0 240
10.43 15 37.5 2.0 210
11.43 34 8 2.0 270
12.43 28 32 2.0 270
13.43 14 38 2.0 210
14.43 16 12 2.0 210
15.43 21 6 2.0 240

第4埠頭-13m岸壁SCP改良後 地下水位：G.L.-4.43m

 

表-B.20 十勝港第 4埠頭-13ｍ岸壁 SCP改良前 

深さ
G.L.-m

N値
細粒分含有率
Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度
Vs(m/ｓ)

1.34 16 5 1.8 240
2.34 26 8 1.8 240
3.34 18 6 1.8 240

4.34 9 9 2.0 190
5.34 12 11 2.0 190
6.34 13 16 2.0 190
7.34 6 13 2.0 140
8.34 4 39 2.0 140
9.34 3 8 2.0 140
10.34 5 12 2.0 140
11.34 3 8 2.0 140
12.34 3 32 2.0 140

13.34 14 38 2.0 210
14.34 16 12 2.0 210
15.34 21 6 2.0 240

第4埠頭-13m岸壁SCP改良前 地下水位：G.L.-3.34m

 

表-B.19 十勝港第 4埠頭-12ｍ岸壁 SCP改良後 

深さ
G.L.-m

N値
細粒分含有率
Fc(%)

湿潤密度

ρt(t/m
3
)

せん断波速度
Vs(m/ｓ)

2.43 24 6 1.8 250
3.43 20 5 1.8 250

4.43 50 6 2.0 320
5.43 30 15 2.0 250
6.43 20 18 2.0 250
7.43 25 13 2.0 250
8.43 23 18 2.0 250
9.43 31 6 2.0 250
10.43 18 46 2.0 250
11.43 32 6 2.0 290
12.43 36 4 2.0 290
13.43 41 6 2.0 290

第4埠頭-12m岸壁SCP改良後 地下水位：G.L.-3.43m
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